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ノYシネッティの 2階級長期分配モデルの
n階級長期分配モデルへの拡張
小原久治
I はじめに
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この小論の目的は，パシネッティの2階級長期分配モデルを n階級長期分配
モテツレへ拡張した場合のマクロ分配モデルの理論構造とその含意を吟味・検討
することである。
従来のマクロ分配理論に登場する社会階級は，資本家階級と労働者階級の 2
つの社会階級で、ある。このようなマクロ分配理論における社会階級の存在はそ
れ自体十分に意義のある理論的枠組みの前提であるが，現実を反映させたマク
ロ分配モデルを構築する場合，果たしてその前提に基づくアプローチだけでよ
いであろうか。疑問である。先進資本主義諸国の所得分配の現状をみるならば，
社会的生産に参与している社会階級の行動とその階級的構造が資本制的生産・
分配の変化に伴って複雑多様化しているからである。
さらに，従来のマクロ分配理論における 2階級は，実際は①利潤所得だけを
取得して賃金所得を取得しない社会階級を意味する「純粋資本家階級」と②利
潤所得を取得しないで賃金所得だけを取得する社会階級を意味する「純粋労働
者階級」のことである。しかし，そのよ 7な社会階級のっけ方でよいのであろ
うか。否であると思われる。その区別には，一方で、は所得の機能的分配に関す
る分配形態が一面的にしか表われていないからであり，他方では所得の人的（階
級的）分配とその社会階級の分配行動様式が一面的にしか表わされていないか
らである。
? ?? ?
さらにまた，現代の先進資本主義諸国の高度に発達した社会では，労働者階
級は，単なる純粋労働者階級ではなくて，賃金所得のほかに各種の財産所得も
取得するようになっている。このことは統計数値や調査研究などの経験的事実
から実証的に検証きれている。
このような分析視点だけからみても，従来のマクロ分配理論の分析方法にお
ける所得の分配過程と所得の分配メカニズムの一面性を問題にする必要があ
る。この問題点を考察するために，さしあたり小論では，従来のマクロ分配理
論の典型であるパシネッティの分配理論における 2階級長期分配モデルの基本
構造を拡張したn個の社会階級の存在を理論的枠組の前提に据え付ける場合の
マクロ分配理論として，特にチアン，ヴォルトマンのマクロ分配理論を取り上
げ， n階級長期分配モデルにおける理論構造と含意に加えて，所得分配の決定
要因など所得分配の理論的問題を考察するものである。
I パシネッティ型n階級長期分配モデルの構造－ n階級間の所得
の階級的（または人的）分配と貯蓄行動の分配作用の構造分析一一
別稿に掲載
II チアン型n階級長期分配モデルの構造
チアンは，様々な所得形態の存在に着目して，異なる所得から異なる貯蓄行
動が行われると考え，貯蓄関数を従来のマクロ分配モデルのような 2つの貯蓄
関数でなく， η階級のそれぞれの貯蓄関数があると考えている。このことは，
労働者階級が賃金所得以外の所得を取得している現状からみても，妥当な考え
である。この考え方をチアンはまず2階級長期分配モデルで生かしている。
さらに，この考え方をチアン型η階級長期分配モテ？ルへ拡張し， n階級聞の
所得の階級的（または人的）分配と n階級の貯蓄行動が所得分配に及ぼす分配
作用を考察するのに適用することができる。
社会階級は所得の大小で順序づけられると仮定する。最少の所得を取得する
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社会階級を Yi，最多の所得を取得する社会階級を刀とする。 Yは一定と仮定す
る。
この場合のモデルは，次のものである。
n-1 n 
y = ＿；；降ら＋＿； cl
n-1 n 
S = _; Swi Wi+ _J;_ SciGi, 1 > Sci > Sw; > 0 
会＝（会）
-W-= （予）
G,. _ S,. _Ki 
G-S-K 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
(7) 
記号の意味は次の通りである。 Yは国民所得， wiは労働者階級i( i =l,・・, 
n -1）が取得する賃金所得， Gは資本家階級 i( i =I，…， n）が取得する
利潤所得， Sは総貯蓄， Sw；は労働者階級iが賃金所得から貯蓄するときの貯蓄
性向， Sciは資本家階級iが利潤所得から貯蓄するときの貯蓄性向， Wは賃金所
得， fは貨幣賃金率， Nは労働投入量ないし労働需要量， Gは利潤所得， Iは
総投資， Kは資本ストック， Kiは両階級特に資本家階級tが所有する資本スト
ック， Siは両階級iの貯蓄である。
(1）は国民所得が労働者階級t( i =I，…， n -1）が取得する賃金所得と資
本家階級i( i =I，…， n）が取得する利潤所得に分配きれることを表す分配
定義式である。（2）は総貯蓄が労働者階級iの貯蓄（右辺第 1項）と資本家階級
iの貯蓄（右辺第2項）から成り立つことを示す総貯蓄関数である。（3）は賃金
所得の定義式である。（4）は利潤所得に占める資本家階級iの利潤所得の割合す
なわち資本家階級iの利潤分配率が一定であることを示している。（5）は賃金所
得に占める労働者階級iの賃金所得の割合すなわち労働者階級 jの賃金分配率
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が一定であることを示している。（6）はマクロ均衡条件である。（7）は両階級tに
おいて成立するパシネッティの「制度原理」である。
K；を決K, G, s, S, G, 7個の変数w,.この η階級長期分配モデルは，
Wはすべてパラ定する完結したモデル（1）～（7）である。 Y,Sw;, Sc;, l, N, I, 
このモデルは長期均衡状態にあるものである。一定である。メー ター で、あり，
所得の機能的分配1. 
所得の機能的分配を表す利潤分配率与を導くためにこのモデルにおいて，
(8) 
は，（2）を次式のように変形する必要がある。
wn-1 Hl. G n Ci 
S = -,J; Sw一_1__十一－,J; Sc一一Y i=l wi W Y i=l vi G 
利潤分配率与は，（1), (6), (8）から導かれる。
(9) I 一一 ＝ Yy 
n一l T耳7
γ一 • .J:Sw; 
n r、 n一1τAl
三Sc号一；£swサ
G 
y 
n -l）が取得した利潤分配率（9）は，投資比率Y，労働者階級i( i =l，…， 
賃金分配率に基づく貯蓄（右辺分母子第 2項），資本家階級i(i二 1, n) 
が取得した利潤分配率に基づく貯蓄（右辺分母第 1項）（貯蓄には労働者階級i
の貯蓄性向Sw；，資本家階級iの貯蓄性向Sc；を含む）で決定されることがわかる。
このモデルの安定的均衡条件は，（9）が意味を持つための条件である。
1＞手＞Oが必要であるから， 次の条件
n r、 n-1 UT 
;£scrfj > Y > ;£swz-W-
）???????（
この条件は両階級t相互間における所得の階級的
（または人的）分配の場合にも満たされる条件である。
が成立しなければならない。
??
?
?
総貯蓄（8）は，貨幣賃金率に関連して，個々の社会階級が貢献する労働投入量
資本に応じて分配された賃金所得と利潤所得から貯蓄されたものであるから，
家階級iがY1から Yn-1までの労働者階級の所得を全部取得すれば，つまり労働
（分母子第2項＝O）を仮定すれ者階級がその賃金所得から貯蓄できないこと
ば，利潤分配率（9）は
Gγ 
y n にi~1Scr吉
この特別な場合の利潤分配率。1）は，投資比率，
）????? ?????、
利潤所得に占める資本
に家階級 i が取得する利潤所得の割合（利潤分配率）~に基づいて貯蓄性向Sciで、
G 
となる。
貯蓄したものから決定されることになる。
これらのYを選び、，利潤分配率（9）において政策変数としてSwi, Sci, ここで
次のことがわかる。変数の分配作用ないし分配効果をみれば，
(9）をSwiとSciで偏微分して，（9）の分母をAとおけば，（1的によって，
三lJXf-1r－ん£
i=l w 、A2i=l '-'Iく O。（手）－ (12) 
?
? ?
?
↓?
? ? ? ? ?
?
?
?
??
?。（手）－ (13) 
となるから， SwiとSciの上昇につれて，利潤分配率（9）は低下する。
(9）を投資比率γで偏微分すれば，
丘金＝会＞ O 、 ? ? ，???????、
投資比率の上昇につれて，利潤分配率（9）は上昇する。となるから，
所得の階級的分配2. 
このモデルにおいて所得の階級的（または人的）分配を決定するためには，
貯蓄関数（2）は次のまた資本家階級の相対的な所得状況を決定するためには，
? ??
ように変形する必要がある。
(15) 1 >Sen > 0 
n-1 n-1 
s = .L: s Wiwi + .L:SciGi十ScnGn,
この伽両辺をYで除して変形すれば，貯蓄性向予は
s wn-1 日r. G n-1 （コ. G 
一一 ＝－ l:sw~ーニ十一－ .I; sr.~ー乙＋ Sr. --2!_ Y Y i=l wt W Y i=l I.it G 01.in Y (16) 
(i二 l,この（16）と(1)' (6）から，国民所得に占める資本家階級i
n）の利潤分配率字が導かれる。
で示きれる。
この分配率は所得の階級的分配を示すも． ， 
のである。
Gn 1 ( M nー 1 W; G I n-;,1 G; W; ¥) 
γ＝ミ~l I -/f:1 Swi-w--y l,／~1 Sciτ－swiw)f (1司
この利潤分配率聞は，投資比率Y，労働者階級i( iニl，…， n-1）の貯蓄
G （中括弧内第2項及び小括弧内第2項），利潤分配率一，資本家階級i(i=l,y 
n）の貯蓄（小括弧内第 1項），資本家階級iの貯蓄性向Senから決定される。
それらの変数がYを選ぴ，ここで（問において，政策変数としてSwi, Sci, Sen, 
(1カをSw；とSciでm偏微分すれば，
a（皇） ：~：_IB_ ( G ) y i=l w ¥ y J 、／く 0,
OSw; Sw; 。IGn) G n-l Ci －一一一 一－.I;-¥ YI Yi=1 G 一一士一」一＝ く O
cJSc; Sc; 
となるから， Sw；とSc；の上昇につれて，利潤分配率（1りは低下する。
次のことがわかる。利潤分配率（1りに及ぼす影響をみれば，
(18) 
(19) 
1 ＞♀＞ O 
n-i Wi G nー 1 （コ. n-1 (17) をおnで偏微分して， H ニ r-i~sw;w’ J = Y；~sc寸－ i..~s附ずとお
けば，
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a（争）-H-J三く~一一色誌をミ 0, H5,lのとき（符号同｝I頂） 。
となるから， Senの上昇につれて， Hくfのとき，利潤分配率聞は上昇し， H>
Jのとき，利潤分配率（1司は低下する。確かに，資本家階級i(i =1，…， n) 
の利潤所得と労働者階級i( i =l，…， n-l）の賃金所得との所得格差が拡
大すればするほど，資本家階級iが取得する利潤分配率は低下する。と同時に，
この利潤分配率が低下すればするほど，利潤所得に占める資本家階級iの利潤
分配率が一定であるから，それに対応する資本家階級iの貯蓄性向は大きくな
る。
(1りを投資比率Yで偏微分すれば，
。ICi) 
¥ YI 1 
＿＿＿＿＿＿＿.＇.＿ー ムーー＝一一一＞ O3γ Sen 。1)
となるから，投資比率の上昇につれて，利潤分配率（1りは上昇する。
以上のことからみても， 2つの分配作用ないし分配効果があり，これらは相
互に作用し合うものである。他の事情が不変で、あれば，労働者階級iの貯蓄性
向Swiの上昇は資本家階級 iの利潤分配率を低下させるように作用する。しか
し，労働者階級iの貯蓄性向の上昇は前述の所得格差を縮小させるので，この
縮小を補整しようとする分配効果が現われる。このような分配作用ないし分配
効果は，次の場合，つまり，労働者階級iの貯蓄性向が変動すれば，このこと
が資本家階級iの利潤分配率を変動させる場合に妥当することである。
IV ヴ、オルトマン型n階級長期分配モデルの構造
ヴォルトマンは，所得の範鳴を労働者階級が取得する賃金所得，資本家階級
が取得する利潤所得及び両階級が取得する財産所得の3つに区分している。こ
の利潤所得（または企業者利潤）と財産所得の合計ωは，従来の2階級分配モ
デルでは利潤所得といっ伝統的な概念に該当するものである。
。 。??
従来の利潤所得を資本家階級の利潤所得と両階級の財産所得に区分するとい
う所得範噂の意義は，次の少なくとも 2つのことを明らかにできる点にあると
考える。
① 資本家階級の利潤所得が特定の資本所得として捉えることができるか否
かで異なる均衡条件を定式化できるということである。
②均衡状態において，利子率が同じ水準でまたは唯一つだけ存在するとき，
利潤所得に占める資本家階級iの利潤分配率が一致する場合と一致しない
場合がある。それぞれの場合に応じて，財産所得と貯蓄は様々な方法で取
得されるということである。
このような点に意義のある 3つの所得を導入した 2階級長期分配モデルが形
成され，それを基盤にして拡張した n階級長期分配モデルが構築されているの
で，ここでは後者の構造上の特色を中心として吟味・検討する。
ヴォルトマンは，まず国民所得を所与と仮定し，社会階級のそれぞれの所得
の大小を基準として機能的な構成を変動させる要因を確認できると考え，所得
の少ない社会階級は賃金所得とこれを運用して取得できる利子所得や配当所得
などの財産所得を取得するものと仮定し，このような社会階級を労働者階級i
( iニ1，…， m）と名づけている。これに対して，所得の多い社会階級すなわ
ち資本家階級は利潤所得（または企業者利潤）とこの所得の運用から取得でき
る財産所得を取得できるものと仮定し，社会階級mを除いたこの十士会階級を資
本家階級i ( i =m+I，…， n）と名づけている。
さらに，利潤所得に占める各資本家階級の財産所得の割合すなわち資本家階
級が取得する財産分配率は特定の関係のもとで相互に一致するものとし，この
関係は単純化のために全資本家階級iにとって同じものであると仮定されてい
る。また，賃金所得に占める各労働者階級の賃金所得の割合すなわち労働者階
級が取得する賃金分配率と財産所得に占める各労働者階級の財産所得の割合す
なわち労働者階級が取得する財産分配率は，特定の関係のもとで全労働者階級
iにとって相互に一致する関係にあると仮定されている。
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資本家階級iは1つの所得だけを取得する階級よりも多く， この階級の範囲
では様々な貯蓄性向があることも仮定されているので， パシネッティの2階級
長期分配モデルの基本構造を用いて利潤分配率を決定する場合の条件，すなわ
ち「制度原理」は必要で、なくなる。 この点がヴォルトマン・モデルの特色の 1
つであると言える。
これらの基本的仮定に基づくヴRォルトマンのn階級長期分配モデルは， 次の
ものである。
m n n 
Y = －~ Wi+ .E Vi+ .E Gci 
i=l i=l i=m+ 
G = V+Gc 
Yi= Wi+ Vi, 
Yi= Gci+ Vi, 
Vi －ー （Gci ¥ 
V "¥ Ge/ 
手＝b (-W-), 
m ~ i 主 1 
n ミ三 i 孟 m+l 
n孟 i孟m+l
m 主 i 詮 1 
S = .~Swi (Wi十日）+ .E Sci( Gci + Vi) 
=l z=m+I 
I=S 
(2) 
(23) 
。
(25) 
。
。ヵ
(28) 
。的
記号の意味は次の通りである。 Yは国民所得， wiは労働者階級iが取得する
賃金所得， Viは両階級tの財産所得， Gciは特定の資本家階級iが取得する利潤
所得， Gは利潤所得， Vは財産所得， Geは資本家階級全体が取得する利潤所得，
Yiは両階級iが取得する所得， Wは賃金所得， Sは総所得， Swiは労働者階級の
貯蓄性向， Sciは資本家階級の貯蓄性向， Iは総投資， αとbは係数である。
このヴォルトマンのn階級長期分配モデルは， 8個の変数wi,Vi, Gci, G, 
V, Ge, S, Wを決定する完結したモデルω～側である。 Y, Y;, I, Swi, Scz, 
α， bはすべてパラメーターであり， 一定である。
ωは国民所得が労働者階級i( i = l, . ' m）の賃金所得Wi, 資本家階級i
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( i =m+l，…， n）の利潤所得Ge；，両階級iの財産所得Viに分配きれるこ
とを表す分配定義式である。 ωは利潤所得の定義式であり，利潤所得は財産所
得と資本家階級全体が取得する利潤所得から成り立っている。 ωは労働者階級
iの所得の定義式である。労働者階級iの所得はこの階級が取得する賃金所得
と財産所得から成り立っている。 ωは資本家階級iの所得の定義式である。資
本家階級iの所得はこの階級が取得する利潤所得と財産所得から成り立ってい
る。仰は財産所得に占める資本家階級iの財産所得の割合すなわち財産分配率
が資本家階級全体が取得する利潤所得に占める特定の資本家階級iの利潤所得
の割合すなわち利潤分配率と特定の関係にあることを表す関係式である。聞は
労働者階級iの財産分配率が賃金所得に占める労働者階級の賃金所得の割合す
なわち賃金分配率と特定の関係にあることを示す関係式である。 (28）は総貯蓄関
数である。総貯蓄は労働者階級iの貯蓄（右辺第1項） と資本家階級iの貯蓄
（右辺第2項）から成り立っている。。。は均衡条件式である。
このモデルから国民所得Yに占める資本家階級全体が取得する利潤所得Ge
G の割合すなわち利潤分配率一三を導く必要がある。y 
貯蓄関数(28), 2つの関係式側，聞から導かれる次の総貯蓄の変形式
S = _I_sw; W; (1 + b)+ I: Sc;Gc; (1 ＋α） 
=I z=m+I 
の両辺をYで除して変形すれば，貯蓄性向は
S W m Tif. Ge n G 
一 ＝－I:s~（l+b)+- I: s ~（1＋ α） y Yi=I Wi 日F Y i=m+I Ci Ge 
で示きれる。
。1), (2），側から，国民所得に占める資本家階級全体の利潤分配率与は，
(30) 
。1)
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(32) 
m 日r.f V¥ 
r-(l+b)l's 一一ι（1一一）
i=l Wt W ¥ Y} 
r、 m E耳f
(1 ＋α） 2: Sc~－（I+b） .~swz-W-
Ge_ 
y 
で表される。この利潤分配率は，投資比率Y，社会階級のうち資本家階級i(i = 
n）が取得する利潤分配率に基づく貯蓄（右辺分母第 1項）と社会m+I, 
階級のうち労働者階級i( iニ1, ・， m）の賃金分配率に基づく貯蓄（右辺分
母子第2項），財産分配率手 係数α，係数bから決定されることになる。
b, Swi,SGiを選んで，それぞれの分配作用α， 倒において政策変数としてr,
次のことがわかる。ないし分配効果をみれば，
仰をγで偏微分して， ωの分母をBとおけば，
ー ?
?
? ? ?
? (3) B > 0 
となり，投資比率の上昇につれて，資本家階級全体の利潤分配率倒は上昇する。
m W; f V¥ ωを係数αで偏微分して，（l+b).J:s (1－－）をQとおけば，
i=l Wz耳アI YJ 
r ~ Qのとき
／／二＼a1τ 与i 噌 n .r-. '-
y I ＝一合 Z SerヲL（γ－Q）毛0,
au D i=m+I uc t、 （筒号同｝I慎）側
となり，係数αの増大につれて， YくQのとき，資本家階級全体の利潤分配率ω
は上昇し，逆にr>Qのとき，（32）は低下する。
Ge; f V¥ ωを係数bで偏微分して，（1＋α） i=f+1 scz-c;: ¥ 1－討をRとおけば，
a（判Y 1 m UT 
= ----,z 2: s 一一乙（r-R)=Oab B i=l Wt 時F く (35) （符号同順）r~ Rのとき
となり，係数bの増大につれて， r>Rのとき，資本家階級全体の利潤分配率ω
資本家階級の利潤分配率仰は低下する。YくRのとき，は上昇するが，
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倒をSwiで、偏微分すれば，
。（判Y 1 m a = -B玄（l+b)i~-iiチ （Y-R） 芝 0,
Swi －… 
。（符号同順）y~ Rのとき
となり， Swiの上昇につれて， YくRのとき，資本家階級全体の利潤分配率ωは上
昇するが， Y>Rのときは， ωは低下する。
。2）をSciで、偏微分すれば，
（引Y 1 n G > < d. ＝一一玄（1十α）}; f子L(r-Q）ニ 0y = Qのとき（符号同）I原） (37) 
Sci B ・ Ge く’〉
となるから， Sciの上昇につれて， YくQのとき，（32）は上昇するが， Y>Qのとき
には，（32）は低下する。
v むすび
まず最初に，指摘できることは， パシネッティの2階級長期分配モデルを η
階級長期分配モデルへ拡張したチアン型とヴォルトマンのモデルにおいても，
2階級モデルの基本構造（安定的均衡条件の存在も当然含む） とその含意が含
まれているということである。
チアン型n階級長期分配モデルには，社会階級のうち労働者階級i( iニ l,
n -1) と資本家階級 j ( i =1，…， n）のそれぞれの所得及ぴ貯蓄性向
の差異を明示的に導入し，パシネッティの「制度原理」のもとで， 階級間の人
的分配及ぴそれを集計した形の機能的分配を分析した点に理論構造上の特色が
ある。 また，資本家階級が取得する利潤分配率はこの階級の貯蓄性向の上昇に
つれて低下するという逆説的な分析結果が導かれている点は注目すべき点であ
る。
ヴォルトマンの η階級長期分配モデルでは，所得の範鳴を 3つに区分した上
で，所得の大小を基準として社会階級iの中の労働者階級i( i = l, m), 
資本家階級i( i =m+ l, n）に区分し， これらの階級聞の貯蓄性向の差
? ?? ?ヮ
異を考慮、し，パシネッティの「制度原理」に代わる特定の関係式を導入した分
配モデルを構築している点に理論構造上の大きな特色がある。その特定の関係
式は，労働者階級が取得する財産分配率とこの階級が取得する賃金分配率との
関係を示す係数，資本家階級が取得する財産分配率とこの階級が取得する利潤
分配率との関係を示す係数で表されたものである。
小論は， M固の社会階級が存在する場合のポスト・ケインズ派長期分配理論
の特定の分配モデルを取り上げて，モデル分析の枠組みの中で分配理論の構造
を吟味することによって，所得分配の決定要因や所得分配メカニズムの有効性
について最も基礎的な検討を加えようとしたものであった。この意味で，小論
の意図した問題は資本主義経済における所得分配過程とその所得分配メカニズ
ムを分析する場合に考察しなければならない基本的な重要’性を持っていると考
える。
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